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２０１９年度「勤労者・道民の福祉向上にかかわる要請書」に係る道からの回答 

要請項目 回        答 

1．持続可能な社会づくりに向けた協

同組合の促進・支援 

■ 経済部雇用労政課（経済部、環境生活部、農政部、水

産林務部） 

(１)道による協同組合支援の強化 

国連が採択した「持続可能な開発

のための 2030 アジェンダ」にて協

同組合が担う役割が明記されたほ

か、日本政府の SDGｓ実施指針でも、

連携するステークホルダーの一つ

として協同組合が挙げられた。さら

に 2016 年 11 月には「協同組合にお

いて共通の利益を形にするという

思想と実践」がユネスコ無形文化遺

産に登録された。これらは、持続可

能な社会づくりに向けた協同組合

の貢献に対する評価と協同組合の

役割発揮への期待を反映したもの

であり、政府はもとより道において

も、協同組合の支援をいっそう強化

する。 

 

(２)北海道における協同組合の育

成・発展に向けた道民への周知・啓

発 

道として、広く道民へ向けて協同

組合の歴史・役割等を周知・啓発す

るとともに、協同組合の育成・発展

のための研修会等を開催する。 

 

(３)道内における就労創出と住民自

治を促進する「協同労働の協同組

合」の育成・支援 

道は、社会的に排除された人々の

就労を通じた社会参加を促進する

担い手としての「協同労働の協同組

合」や社会的企業の果たす役割を重

 

○ 協同組合は、一定の地域や関係業種における人と人のつ

ながりにより共に助け合い、共に知恵を出し合って運営す

ることを本旨としており、農業協同組合法、水産業協同組

合法、森林組合法、消費生活協同組合法などの各個別法の

規定に基づき設立されており、現状、道では各所管課が、

設立認可や指導監督などを通じて個別に関係の協同組合

等と関わりをもちながら、育成・発展に努めているところ

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「協同労働の協同組合」に関し、働く人々や市民がみず

から出資をし、自分達で経営し、責任を分担しつつ、人と

地域に役立つ仕事を生み出すという働き方が広まりつつ

ありますが、法的整備が十分でないことから、その内容が
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視し、その育成・支援を充実させる

とともに、コミュニティにおける就

労と事業化を促進するための政策

を推進する。 

 

 

 

 

(４)持続可能な地域づくりに向けた

非営利・協同組織と自治体・行政と

の協働関係の充実 

道は、持続可能な地域づくりのた

めに、自治体・行政と非営利・協同

組織との関係を、単なるコスト削減

や下請け型の業務委託ではなく、目

的や基準（公正労働基準）を明確に

した上での対等なパートナーシッ

プにもとづく協働の関係へと再編

成する。そのため、地域福祉の向上

と住民自治の促進をはかる目的で、

指定管理者制度などの公共サービ

スを支え充実させるための制度・政

策を総合的に見直し、充実させる。 

 

 

明らかになっていません。 

 

○ 道といたしましては、協同労働についての法的枠組みが

整理され、このような働き方が広がることで、新たな雇用

の場を生み出す契機になるものと期待をしているところ

であり、今後とも、国の動向の把握に努めて参りたいと考

えております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要請項目 回        答 

２．大規模災害等の被災者支援と復

興・再生および今後の災害対策 

■ 総務部危機対策課、総合政策部地域政策課 

 

(１)今般発生した「平成 30 年北海道

胆振東部地震」の被害状況と復興・

復旧作業の実情を踏まえて、道とし

ての対応や今後の姿勢について明

らかにすること。 

 ① 「北海道防災対策基本条例」並

びに「北海道防災対策推進計画」

に基づき、平成 29 年度までに道

内の全ての市町村において、指定

緊急避難場所及び指定避難場所

 

 

 

 

 

○ 道では、昨年度、指定緊急避難場所等が未指定の市町村

を訪問し、早期の指定に向けて情報提供や支援に努めてき

たところであり、本年９月末時点において、道内全ての市

町村で指定手続きが完了しています。 

  引き続き、各市町村のハザードマップや道のホームペー
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を指定するとしていたが、2017

年 8 月末現在では全体の約 16％

が未指定のままであった。現時点

での指定状況と当該避難所が被

災した場合の代替避難場所の確

保と住民への周知を徹底する。 

 

② 総務省が平成 27 年に行った

「避難所等の指定及び運営に関

する実態調査（平成 27 年 9 月 1

日現在）」によると、指定（緊急）

避難場所に係る運営訓練未実施

の市町村が 68.7％（101 市町村）、

運営マニュアル未策定の市町村

が 75.4％（135 市町村）、食料の

備蓄目標を設定していない市町

村が 26.8％（48 市町村）という

結果となっていた。このような実

態の中で、今般発生した胆振東部

地震による被災者の避難場所で

は、避難住民に対する飲料水や食

糧の提供などが十分に行われて

おらず、避難所生活に大きな混乱

と支障を来していることから、緊

急時の備蓄品は万全な体制にあ

るのか。また、当該備蓄品類の点

検・入れ換えなどは定期的に行わ

れているのか。さらに、当該避難

場所の役割は、関係機関・団体及

び地域住民等に徹底されている

のか明らかにすること。 

 

 ③ 今般の地震被害から、現在の

「北海道防災対策推進計画」の見

直しは必定と思われるが、今後の

政策対応の方向性を示すこと。 

 

 

ジなどにより、地域住民への避難場所等の周知に努めてい

きます。（総務部危機対策課） 

 

 

 

 

 

○ 災害時において、食料その他の物資の確保や円滑な応急

対策活動のための資機材等の整備は重要であることから、

道では、災害対策基本法や北海道地域防災計画等に基づ

き、市町村に備蓄の推進を働き掛けるとともに、民間企業

等と食糧・飲料・生活物資の供給に関する協定を締結し、

備蓄・調達体制の整備に努めているところです。 

この度の地震に際しても、被災地に対して、国等からの

プッシュ型の支援や協定にもとづく食料等の物資の調

達・輸送が行われたところです。 

また、避難所の設定・運営については、地域における防

災訓練や、Ｄoはぐの実施などを通じ、整備促進や役割の

周知が図られるよう努めているところであり、道としても

引き続き市町村に働きかけてまいります。（総務部危機対

策課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「北海道防災対策推進計画」については、平成３０年２

月より、「北海道強靭化計画」を「推進計画」として位置

づけ、一体的な管理のもと道の防災対策に関する施策の総

合的かつ計画的な推進を効果的かつ効率的に図ることと

したところです。 

  計画の着実な推進を図るため、「アクションプラン」を



要請項目と回答 

 

4 
 

 

 

 

(２)東日本大震災から 7 年半が経過

したが、北海道全体で未だ 1,755 名

（平成 30 年 6 月 14 日現在）の被災

避難者を受け入れており、依然とし

て当該避難者の不自由な生活は続

いていることが推測される。とりわ

け、道営住宅の無償供与について

は、当面、2018 年 3 月末までの無

償供与期間の延長が決定されてい

たが、現時点（2018 年度）ではど

のような対応になっているのか、ま

た、2019 年度はどのような対応を

考えているのか。 

さらに、自主避難者に対する道と

しての新たな支援策について、具体

的な検討内容があれば示すこと。 

 

 

毎年度作成し、計画の実効性を高めいており、今後も引き

続き計画の推進を図ってまいります。（総務部危機対策課）

 

○ 道では、本庁及び各振興局に「被災者支援のための総合

相談窓口」を設置し、生活全般に関し、ワンストップで対

応するとともに、道内での就労支援等に取り組んできたと

こです。（総合政策部地域政策課） 

 

○ また、心のケアに係る支援事業として、情報紙による生

活支援情報の提供や、交流・相談会などを開催してきたと

ころです。（総合政策部地域政策課） 

 

○ さらに、応急仮設住宅の供与が終了した方々に対し、昨

年度までは道営住宅の無償供与などをおこなったところ

ですが、今年度も優先入居枠の設定とともに、民間賃貸住

宅等の家賃補助や公営住宅への引越補助を行っています。

（総合政策部地域政策課） 

 

○ 被災県や被災市町村においては、住宅再建のための支援

金や補助金の支給のほか、相談や問い合わせに対応する窓

口を設けるなどの支援を実施しており、道では、道内の避

難者受入れ市町村に対し、避難元からの支援に関する情報

を提供しています。（総合政策部地域政策課） 

 

○ 道としては、今後とも、避難生活における不安の解消に

努め、将来に向けて希望をもって生活を送っていただける

よう、市町村と連携して、避難された方々の状況に応じた

きめ細やかな支援に努めてまいりたいと考えています。

（総合政策部地域政策課） 
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要請項目 回        答 

３．格差・貧困社会の是正、セーフテ

ィネットの強化 

■ 総合政策部政策局総合教育推進室、、教育庁高校教育

課、教育庁生涯学習課、総務部学事課、保健福祉部福祉

局地域福祉課、農政部食品政策課、環境生活部循環型社

会推進課、保健福祉部子ども子育て支援課、経済部雇用

労政課、保健福祉部福祉局障がい者福祉課、環境生活部

消費者安全課、経済部観光局、建設部住宅局建築指導課

保、保健福祉部総務課、保健福祉部高齢者保健福祉課 

(１)教育の機会均等の確保並びに奨

学金制度等の拡充・改善 

 ① 道は国に対し、以下に係る現行

の日本学生支援機構の奨学金制

度の改善、並びに、国による給付

型奨学金制度のさらなる拡充を

働きかける。 

ａ）貸与奨学金は全面的に無利子

とするため、独立行政法人日本

学生支援機構法を改正し、一般

財源化する。少なくとも、無利

子が有利子を上回るよう、無利

子奨学金を大幅に拡充する。残

存適格者は確実に解消する。 

  ｂ）2014 年の返還猶予期限延長

（5 年→10 年）時の対象者が

2019 年に期限切れを迎えるた

め、猶予期限をさらに延長（10

年→15 年）するなど、返済困難

者への緊急の救済措置を講ず

る。将来的には、返済開始から

一定期間経過もしくは一定年

齢に達した後は残額を免除す

る制度の導入を検討する。 

  ｃ）延滞金は廃止する。廃止まで

の間、延滞金賦課率（現行 5％）

の引き下げを行うとともに、

2014 年 3 月以前の賦課率

（10％）も引き下げる。また、

元本返済が後回しとなる現行

 

 

○ 国が実施する大学等への奨学金事業について、給付型奨

学金や無利子奨学金の拡充等、制度の充実・強化を図るよ

う引き続き国等に対し要望してまいります。（総合政策部

政策局総合教育推進室） 

 

○ 道・道教委では、国に対し、高校卒業後、大学等に進学

した生徒に対する日本学生支援機構の奨学金について、貸

付条件の緩和及び拡充を図るなど、制度の充実が必要であ

る旨の要望を行っているところであり、今後とも大学等に

進学した生徒が経済的な理由により修学が困難とならな

いよう、制度の充実について、国に対し要望してまいりま

す。（教育庁高校教育課） 
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の充当順位は「延滞金→利息→

元本」から「元本→利息→延滞

金」に変更する。支払い能力が

ないにもかかわらず繰り上げ

一括返済を求める運用は直ち

に是正する。 

  ｄ）所得連動返還型奨学金制度に

ついては、年収ゼロや非課税世

帯であっても月額2,000円を返

還させることの見直しなど、返

済困難者の実情を踏まえて改

善を行うとともに有利子奨学

金や既返済者への適用を拡大

する。 

  ｅ）保証制度は人的保証を廃止

し、機関保証のみとした上で、

保証料率を引き下げる。また、

自宅不動産等の生活手段から

の回収を行わないなど、保証人

に対して無理な返済を求めな

いよう適切なガイドラインを

作成し、実行する。 

  ｆ）入学金・授業料等の入学時一

括支払いを求められて対応に

困難をきたすことのないよう、

入学時の費用についての支援

を強化する。 

  ｇ）政府および日本学生支機構

は、奨学金を借りる際の丁寧な

制度説明及び返済が困難にな

った場合の相談方法等の周知

徹底に努める。また、スカラシ

ップ・アドバイザー事業につい

ては、初年度の実施状況や受講

した生徒や親・保護者、教員等

の声を踏まえて検証・改善を行

うとともに、相談に応じられる

体制を構築する。そのため、日

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



要請項目と回答 

 

7 
 

本学生支援機構の業務量の増

加に見合った十分な人員や体

制の整備をはかる。また、申請

書の簡素化をすすめ、申請者お

よび学校の事務負担の軽減を

行う。 

  ｈ）文部科学省の奨学金に関わる

検討の場や日本学生支援機構

の運営（運営評議会など）への

奨学金利用者・保護者や勤労者

代表の参画・意見反映を進め

る。 

  ｉ）返還期限猶予制度等の救済措

置の周知を徹底する。学生支援

機構の裁量による恣意的な利

用制限が行われないよう、法制

度や運用の見直しを行う。 

  ｊ）教育の無償化に向けて、高騰

した高等教育の学費の引き下

げ（国立大学運営費交付金や私

学助成の拡充）や授業料減免の

大幅な拡充をはかるなど、家計

や学生生活の負担を軽減する

ための政策を実行する。「新し

い経済政策パッケージ」（2017

年 12 月 8 日閣議決定）の具体

化にあたっては、進学生への不

公平が生じないよう、支援措置

の対象となる大学等について、

実学重視の観点からの選別は

行わない。 

  ｋ）社会人が学び直しのできるリ

カレント教育の促進や生涯学

習推進のための施策の拡充や

環境整備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 道民カレッジにおいて、「地域活動インターネット講座」

を実施し、北海道の広域性を踏まえた学習機会の提供に努

めるとともに、平成２７年２月に「第３期生涯学習推進基

本構想」を策定し、市町村の求めに応じて生涯学習推進計

画等の策定に指導助言するなど生涯学習推進体制の整備

に努めています。（教育庁生涯学習課） 
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 ② 日本学生支援機構の奨学金に

係る 2016 年度の学校別利用・滞

納状況からは、道内における大

学、専門学校生らの奨学金利用が

45％を超えており、滞納率も

1.7％となるなど、いずれも全国

平均を上回っていることが窺え

る。また、奨学金返還に対する学

生の不安割合（全国大学生協連

「第 52 回学生の消費生活に関す

る実態調査」より）も 6 割を超え

ており、道内大学生等の消費生活

上の切実感が推察される実情に

あり、奨学金の返還を巡る環境

は、年を追うごとに厳しさを増し

ている。したがって、以下に掲げ

る内容について、北海道として積

極的な対応をはかる。 

  ａ）経済的理由によって就学が困

難な者の就学へ向けた相談及

び、奨学金制度の利用・返還に

関する相談などの相談窓口の

整備・拡充をはかる。 

  ｂ）道内に就職した奨学金返還者

に対する北海道独自の利子補

給制度の創設について、あらた

めてその検討を行う。 

  ｃ）道内高校生等（国補助事業を

活用した経済的事情がある生

徒への給付型奨学金制度）への

2019 年度に計画している給付

型奨学金の支給についても、

2018 年度の予算額を上回る措

置を講じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 道教委では、これまでも、高校生等が経済的理由により

修学の機会が損なわれることのないよう、奨学金制度の充

実に努めてきたところであり、平成２６年度から、高校生

等の授業料以外の教育費負担を軽減するため、国の補助事

業を活用した、返済を必要としない給付型奨学金制度を新

たに創設し、昨年度に引き続き、今年度においても非課税

世帯の給付額の増額を図ったところです。（教育庁高校教

育課） 

 

○ なお、国の平成３１年度概算要求においても、非課税世

帯の給付額の増額により、低所得世帯の更なる教育費負担
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  ｄ）道内各市町村が独自に行って

いる「奨学金制度」の利用実態

調査はすでに完了しているも

のと思料されるので、早急に道

のＨＰで公開すること。 

 

 

 

(２)「生活困窮者自立支援制度」の充

実等 

 ① 改正法（平成 30 年 6 月 8 日公

布・同年 10 月 1 日施行）に明記

された基本理念に沿って、社会的

孤立や経済的困窮などの複合的

な課題を抱えて支援を必要とす

る人たちに対し、生活困窮者自立

支援制度が着実にその役割と機

能を果たすよう、改正の趣旨及び

目的について関係者や道民への

周知・啓発をはかる。 

 

 ② 支援が必要な人たちをできる

だけ早期に適切な支援につなげ、

の軽減が検討されていることから、国の動きを注視してま

いりたいと考えております。（教育庁高校教育課） 

 

○ 道では、これまでも、高校生等が経済的理由により修学

の機会が損なわれることのないよう、奨学金制度の充実に

努めてきたところであり、平成２６年度から、高校生等の

授業以外の教育費に必要な経費の負担を軽減するため、国

の補助制度を活用した、返済を必要としない給付型奨学金

制度を創設し、以降毎年給付額を増額するなど、制度の拡

充に努めてきたところです。（総務部学事課） 

 

○ 今後とも、国に対し、給付型奨学金制度に対する財源措

置の拡充などについて要望するなど、適切に対応して参り

ます。（総務部学事課） 

 

○ 道内市町村が独自で実施している大学等への進学のた

めの支援制度については、現在、精査・確認中であり、今

後、道のホームページで公表してまいります。（総合政策

部政策局総合教育推進室） 

 

 

 

 

 

 

○ 道では、改正法の趣旨及び目的等について、速やかに関

係機関に通知し、全道担当者会議により周知したところで

すが、引き続き、機会を捉えて、生活困窮者自立支援制度

についての周知を図ってまいります。（保険福祉部福祉局

地域福祉課） 

 

 

 

 

 

 

○ 相談員・支援員については、改正法により、生活困窮者

に対する自立の支援を適切に行うために必要な人員を配
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断らない相談を実践するため、十

分な支援員等の人員配置や体制

整備を行うとともに、そのために

必要な予算を確保する。 

 

 

 

 ③ 改正法により就労準備支援事

業、家計改善支援事業が努力義務

化され、国が今後３年間で集中的

に実施体制の整備を進めること

を受けて、道内の各自治体におい

て、両事業が完全に実施されるこ

とを目指して取り組むよう指導

する。また、一時生活支援事業、

子どもの学習・生活支援事業も含

め、各任意事業の実施率を高めつ

つ、自治体間格差を是正し、全体

的な底上げをはかる。 

 

 ④ 改正法により、道による市町村

等への支援事業が創設され努力

義務化されたことを受けて、道と

しての役割やイニシアティブを

発揮し、市町村等の職員に対する

研修、事業実施体制の支援、市町

村域を越えたネットワークづく

りなどの支援を強化する。とりわ

け、家計改善支援など専門性が求

められる事業については、広域的

事業の実施も含めて自治体間の

調整や支援を行う。 

 

 ⑤ 支援対象者の社会参加や就労

体験・訓練の場をより多く確保

し、地域で支える体制をつくるた

め、認定就労訓練事業者に対する

経済的インセンティブ（優先発

置することが努力義務化されたことを踏まえ、適切な処遇

が図られるよう、国への要望を含め、必要な予算の確保に

引き続き努めているところです。 

  また、支援員等への国の養成研修の受講を促すほか、道

独自の研修も行うなど人材養成に取り組んでまいります。

（保健福祉部福祉局地域福祉課） 

 

○ 改正法により、実施が努力義務化された就労準備支援事

業及び家計改善支援事業に加え、その他の任意事業につい

ても、各市への情報提供等により事業実施を推進するとと

もに、市からの希望等に応じて、広域での実施について調

整を行うなどの支援をおこなってまいります。（保健福祉

部福祉局地域福祉課） 

 

 

 

 

 

 

 

○ 道による市町村への支援については、道独自の研修の実

施による人材養成のほか、広域の情報交換会等ネットワー

クづくりの支援等の取組を進めてまいります。（保健福祉

部福祉局地域福祉課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 道では、認定就労訓練の受け皿となる団体等が、事業に

取り組みやすくなるよう、認定申請手続きを簡素化すると

ともに、事業所の所在する市を経由しての申請もできるこ

ととしたところです。 

  また、各自治体において、優先発注の規定の整備を行う
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注、税制優遇、立ち上げ支援等）

の活用や支援ノウハウの提供な

ど、受け皿となる団体や企業が取

り組みやすい環境を整備する。と

りわけ、改正法で「就労訓練の認

定事業者への受注機会の増大」が

努力義務化されたことを踏まえ、

関係部局が連携し、自治体におけ

る優先発注の取り組みを促進す

る。 

 

 ⑥ 生活困窮者自立支援事業は「人

が人を支える」制度であることに

鑑み、制度を担う相談員・支援員

が一生の仕事として誇りを持っ

て働けるよう雇用の安定と処遇

の改善をはかるとともに、研修の

充実などスキルの向上を支援す

るための必要な措置を講ずる。 

 

 ⑦ 生活困窮者自立支援事業の委

託契約に当たっては、事業の安定

的運営やサービスの質の向上、利

用者との信頼関係に基づく継続

的な支援、人材の確保やノウハウ

の継承をはかる観点から、価格競

争や単年度実績でのみ評価する

のではなく、一定期間事業を委託

した結果として得られた支援の

質や実績を総合的に判断する。 

 

 ⑧ 支援効果の評価にあたっては、

経済的自立（就労）のみならず、

日常生活や社会生活における自

立も含め、支援の段階に応じて適

切に評価すること。また、関係す

る機関や団体間で支援事業全体

をスムーズに進めるための話し

とともに、認定就労訓練事業者への発注に努めるよう周知

を行ってまいります。（保健福祉部福祉局地域福祉課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 本事業の委託契約に当っては、価格のみをもって相手方

を決定するのは適切でないことから、これまでも公募型プ

ロポーザル方式により決定してきたところですが、今後

も、支援の実施体制や具体的な支援方法等により総合的な

評価を行い、委託先の適切な選定に努めてまいります。（保

健福祉部福祉局地域福祉課） 

 

 

 

 

 

○ 事業の実施に当っては、定期的に、継続支援対象者の各

段階における自立の意欲や社会参加などの状況を把握す

るため、国から示された評価シートを活用し、支援の効果

について評価を行っているところです。（保健福祉部福祉

局地域福祉課） 

 

○ また、関係する機関や団体間の情報共有や、地域におけ
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合いの場をつくるため、「第三者

委員会」的なものを設置するよう

求めるとともに、子どもの学習・

支援にあたっては、居場所づくり

や生活面も含めた包括的な支援

を行う。 

 

 

 

 

(３)人間の尊厳が保障され、利用しや

すい生活保護制度への改善 

 ① 本年 10 月からの生活保護基準

の見直しに伴い他制度に生じる

影響については、国においても

「できる限り、その影響が及ばな

いよう対応する」（本年 1 月 19 日

閣僚懇談会確認）としていること

を踏まえ、同基準に準拠する社会

保障制度や就学援助などの諸制

度については、道としても地方単

独事業を含めて従前と同水準の

支援を堅持するなどの措置を講

ずること。また、道内の市町村に

対しても、引き下げに伴う住民生

活への影響を最小限にとどめる

よう周知徹底を行うこと。 

 

 ② フードバンクを福祉分野と災

害時の食糧支援システムとして

積極的に位置づける。生活困窮者

支援に関わる行政や様々な民間

団体を通じたフードバンク食品

の提供や、パントリー設備の整

備、食品ロス削減を通じた環境負

荷の低減など、福祉・環境政策と

も連携した施策を推進する。こう

した位置づけのもと、道としてフ

る必要な支援体制の検討を円滑にするため、改正法に基づ

く支援会議の設置を推進してまいります。（保健福祉部福

祉局地域福祉課） 

 

○ 子どもの学習支援事業については、これまでも子どもが

安心して通える場の提供、日常生活習慣の形成や社会性の

育成に取り組んできたところであり、引き続き包括的な支

援に努めてまいります。（保健福祉部福祉局地域福祉課）

 

 

 

 

○ 生活保護基準の見直しに伴い他制度に生じる影響につ

いて、国では、それぞれの制度の趣旨や目的、実態を十分

考慮しながら、できる限りその影響が及ばないようにする

ことを基本的考えとする対応方針を示しており、道では、

本年４月及び７月に、この対応方針の趣旨を踏まえた適切

な対応に配慮していただくよう、各市町村及び道の関係部

局に対して通知したところです。（保健福祉部福祉局地域

福祉課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 道では、食品ロスの削減に向けて、庁内の関係課が連携

し、「おいしく残さず食べきろう」をスローガンに「どさ

んこ愛食食べきり運動」に取り組んでいます。 

  食品ロスの削減は、道民一人一人にそれぞれの立場での

具体的な行動を促していくことが重要であり、道では、こ

れまで、民間企業・団体、市町村、学校等と連携し、外食

時の食べきりキャンペーン、学校での講義や団体主催の学

習会での講演、食品ロスの削減セミナー、親子で食の大切

さを学習できる幼児向け絵本の作成、各種イベントの啓発

など、各般の取組を進めてきました。 
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ードバンクが継続的・安定的に発

展できるよう、運営団体への助成

を含めた支援策を拡充するとと

もに、食品提供者に対する助成制

度などについても検討する。 

 

 ③ 地域共生社会の実現に向けて

大きな役割を果たすことが期待

される子ども食堂の活動につい

て、道としても単に「子どもの居

場所づくりの手引き」の作成に止

まることなく、各地域の住民、福

祉関係者および教育関係者等と

ともに、運営者と認識を共有しな

がら、積極的な連携・協力をはか

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４)子どもの貧困・虐待対策 

 ① 子どもの権利についての理念

や権利保障、権利侵害に対する救

済制度、各種子ども施策の推進な

どを総合的に定めた条例、いわゆ

る『子どもの権利に関する条例』

は、札幌市をはじめ道内６市町が

制定しているが、道においては子

育て支援に係る「子ども未来づく

りのための少子化対策推進条例」

のみとなっていることから、速や

かに総合的な条例の制定をめざ

  今後も「どさんこ愛食食べきり運動」が道民に一層浸透

していくよう取組を推進していきます。（農政部食品政策

課・環境生活部循環型社会推進課） 

 

 

 

○ 道では、地域における子どもの居場所づくりの取組は重

要と考えており、市町村や当事者であった方々、支援団体、

有識者で構成される子どもの貧困対策ネットワーク会議

において支援方策を検討するとともに、子どもの居場所づ

くり推進事業等により地域の取組を支援してきたところ

です。（保健福祉部子ども子育て支援課） 

 

○ 道としては、こうした子ども居場所づくりの取組が一層

広がりますよう、実態調査を実施し、そこで把握した食の

安全確保をはじめ、様々な課題に関する必要な対応につい

て、「子どもの居場所づくりの手引き」に盛り込み、広く

周知しているほか、道のホームページや広報紙、地域で開

催するフォーラム等で全道各地の居場所の活動状況を紹

介するなど、様々な取組をおこなっているところであり、

さらには、振興局単位で設置している地域ネットワーク会

議において、企業等も含めた地域内連携について協議する

など、今後とも、子どもに対する支援の一層の充実に取り

組んでまいります。（保健福祉部子ども子育て支援課） 

 

 

 

○ 子どもの権利に関する条例についてですが、道では、「北

海道子どもの未来づくりのための少子化対策推進条例」に

おいて、子どもの権利や利益を最大限に尊重するとの基本

理念のもと、いじめや児童虐待の防止はもとより、子育て

支援や児童の健全育成など、全ての子どもの権利や利益を

守るための基本的な施策を定め、次代を担う子供たちが健

やかに成長できる環境づくりを推進しているところです。

（保健福祉部子ども子育て支援課） 

 

○ また、この条例に基づき、これまで、児童虐待防止に関

する普及啓発などのほか、「北海道子どもの未来づくり審
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す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② 児童虐待相談処理件数の急増

に対応し、児童相談所の設置につ

いて、児童福祉法で義務づけられ

ている道と札幌市に加え、中核市

についても設置を促進する。ま

た、児童福祉司、相談員、児童心

理司等の人材育成・確保を早急に

進め、予防的な取り組みを強化

し、児童虐待を防止する。 

 

 ③ 子どもの虐待については深刻

な状況にあることを踏まえ、児童

虐待防止法の周知をはかる。特

に、国民の通告義務（児童福祉法

第 25 条）について、広く道民に

対して啓発・広報の徹底をはか

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ④ 子どもの貧困対策大綱の見直

しを待たずに、数値目標を含む具

体的な貧困の削減目標を定め、当

事者参加のもとに実効的な施策

議会」に「子ども部会」を設置し。子どもの意見を施策へ

反映しているところです。（保健福祉部子ども子育て支援

課） 

 

○ 今後とも、北海道いじめの防止等に関する条例を主管す

る道教委や関係機関と連携し、子どもの権利や利益の擁護

が着実に図られるよう努めてまいります。（保健福祉部子

ども子育て支援課） 

 

○ 中核市への対応についてですが、道では、中核市が児相

を設置し、専門的な相談や必要な支援を行うことは、子ど

もたちの安全・安心の充実に繋がるものと考えており、児

相設置を希望する中核市に対して、必要な支援に取り組ん

でまいります。（保健福祉部子ども子育て支援課） 

 

○ 児童虐待防止の取組についてですが、国においては、増

加する児童虐待に対応するため、平成２８年に児童相談所

強化プランを策定し、３１年度までに児童福祉司等の増員

などをはかることとしており、道ではこのプランに基づ

き、２９年度から計画的に児童福祉司等の増員を行ってき

ています。 

  また、虐待の未然防止の取組として、妊娠期から子育て

期にわたる切れ目のない支援の充実を図るため、子育て世

代包括支援センターの全道展開をめざしています。（保健

福祉部子ども子育て支援課） 

 

○ 児童虐待を防止するには、道民の皆様に児童虐待への理

解や関心を深めていただくことが必要であり、ポスターや

リーフレットなどを活用した児童相談所全国共通ダイヤ

ル「１８９（いちはやく）の周知や、１１月「児童虐待防

止推進月間」においては、各種講演会、街頭啓発等を通じ

た広報・啓発活動に取り組んでいるところです。（保健福

祉部子ども子育て支援課） 

 

○ 道では、平成３２年度を始期とする次期計画の策定に当

り、市町村や当事者であった方々、支援団体などから構成

される子どもの貧困対策ネットワーク会議など外部の

方々のご意見を伺いながら、大綱の見直しの動向を注視し
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の立案と実行に着手する。また、

道が策定した「北海道子どもの貧

困対策推進計画」について、実態

把握のための調査を実施し、具体

的な施策や予算など内容を充実

させる。 

 

 

 

 

 

(５)北海道「勤労者福祉資金融資制

度」の充実と利用拡大 

 ① 昨年、当協議会が道内地方公共

団体に働く非正規雇用労働者を

対象に実施した「生活資金等借入

利用・ニーズアンケート調査」か

らも、北海道「勤労者福祉資金融

資制度」の充実と利用拡大が求め

られる結果となった。したがっ

て、非正規雇用労働者を民間事業

所等に限定せず、全ての非正規雇

用労働者を融資対象者とする。 

  

② 資金使途の耐久消費財として、

生活上必要な自動車関連費用も

対象とする。また、融資制度の利

用拡大に向けて、周知活動の具体

的なロードマップを作成する。 

 

 

 

 

 

 ③ 勤労者福祉資金融資制度に係

る 2019 年 4 月 1 日以降に保証す

る債務について損失を受けた場

合の補填補償を継続すること。 

つつ、策定作業を進めていきます。（保健福祉部子ども子

育て支援課） 

 

○ また、現行の子どもの貧困対策推進計画を策定して以

降、毎年度、計画の進捗状況を取りまとめ・公表し、庁内

の関係部課で構成される子どもの貧困対策推進会議で共

有するとともに、進捗状況の管理を行っており、一昨年、

北海道大学と共同で実施した子どもの生活実態調査の結

果なども踏まえ、今後とも各般の施策の一層の推進に努め

てまいります。（保健福祉部子ども子育て支援課） 

 

 

 

○ 道では、これまでの融資限度額の引き上げや償還期間の

延長のほか、（一財）北海道勤労者信用基金協会の協力を

得て、保証料の免除や保証料率の低減など、勤労者の負担

の軽減を図ってきたところです。 

  また、融資対象者の拡大に向け、市町村や公共的団体に

勤務する非正規雇用労働者の勤労者福祉資金融資制度の

利用意向調査なども実施しながら、検討を進めているとこ

ろです。（経済部雇用労政課） 

 

 

 

○ 現在、居住地域の交通事情や足が不自由などの事情があ

る勤労者が使用する車両購入費や車検費用、運転免許取得

費用に関して、審査条件が整っていれば、融資を受けられ

る取扱いとしています。 

  また、融資制度の利用拡大に向けて、道では、これまで

金融機関の窓口等へのリーフレットの備え置きや勤労者

が参加する会議などを通じて、周知を図ってきたところで

あり、今後とも、こうした取組を通じて、周知に努めてま

いります。（経済部雇用労政課） 

 

○ 道では、勤労者の信用力・担保力を補完し、勤労者融資

の円滑化を図るため、（一財）北海道勤労者信用基金協会

が行う代位弁済に対し補償を行っているところであり、引

き続き、こうした補償を行うよう、検討を進めているとこ
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(６）「福祉灯油制度の充実にかかわる

提言（2016 年 1 月 29 日付で当協議

会より北海道知事宛に提出）の趣旨

を踏まえ且つ、現下の灯油価格高騰

（道の調査では、1 リットル当たり

の配達灯油価格が、8 月現在で 96.1

円となっており、前年同期比で20.2

円、率で 26.6％上昇）の実情に鑑

み、以下の点について実現をはかる

べく、道として速やかに対処するよ

う求める。 

 ① 「胆振東部地震」の影響による

道内のエネルギー事情等を勘案

し、国に対して「福祉灯油」に対

する補助金の増額について強く

要請する。 

  

② 「福祉灯油」又はこれに類する

支援制度の未実施の市町村に対

し、制度化の促進に向けた指導を

強化する。 

 

 ③ 各市町村の「福祉灯油」をはじ

めとする灯油代支給制度は、その

支給金額に大きな格差があるこ

とから、厳冬を抱える北海道全域

のセーフティネットとして充分

機能するよう補助金の増額と合

わせて、その使途・基準を明確に

することや全生活保護世帯への

支給などについて指導を強化す

る。 

 

(７)自死・多重債務対策 

 ① 道内における自死者数は年々

減少傾向にあるものの、平成 28

ろです。（経済部雇用労政課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 道では、低所得の高齢者世帯などを対象に、灯油を含む

燃料費など冬期間に必要となる経費への支援を行う市町

村に対し、「地域づくり総合交付金」を活用した助成を行

っています。（保健福祉部福祉局地域福祉課） 

 

○ 道では、これまでも国に対し、灯油価格の動向を踏まえ

た措置を要望してきておりますが、今後とも低所得の高齢

者世帯等への経済的な負担軽減が図られるよう、灯油購入

費等に対する支援措置についても、必要に応じ要望してま

いります。（保健福祉部福祉局地域福祉課） 

 

○ 市町村における福祉灯油事業の実態等については、先

般、平成２９年度の実施状況を取りまとめたところであ

り、今後とも、道内の実態把握に努めるとともに、地域の

実情を踏まえた支援策を実施する市町村に対し、「地域づ

くり総合交付金」を活用した支援を行ってまいります。（保

健福祉部福祉局地域福祉課） 

 

 

 

 

 

 

○ 道では、改正自殺対策基本法及び自殺総合対策大綱に基

づき、平成３０年度から平成３４年度までの５年間を計画
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年の自死率は 17.5 と全国平均の

16.8 を上回っており、都道府県

別では 21 番目に高い割合となっ

ている。したがって、自死率がい

まだ高水準にあることを鑑み、道

として改正自殺対策基本法（平成

28 年 4 月 1 日施行）に基づく施

策の着実な実施と「北海道自殺予

防対策連絡会議」の継続的な開催

など必要な施策を推進する。 

 

 ② 道は、若年層のいじめや自死防

止へ向けた緊急的な当面の対策

として、国の委託事業等（文部科

学省～ＳＮＳ等を活用した相談

体制の構築事業実施要領）で実施

されているＳＮＳ等を活用する

など相談体制の充実をはかり、問

題の深刻化を未然に防止する。 

 

 ③ 多重債務者対策本部（内閣府）

が貸金業者による脱法行為を厳

しく監視できるよう、北海道多重

債務者対策協議会における実態

の検証・分析の強化と多重債務者

対策本部との関係で有機的な連

携をはかる。また、ヤミ金撲滅に

向けて引き続き一層の取り組み

強化をはかる。 

 

 

 

 ④ 多重債務の誘発が懸念される

カジノ解禁については、本年 7月

に特定複合観光施設区域整備法

案（ＩＲ実施法）が成立したが、

道として、指摘されている様々な

懸念や課題について冷静に分析

期間とした「第３期北海道自殺対策行動計画」を平成３０

年３月に策定し、１１の重点事項４９の具体的取組を進め

ていくこととしています。この計画において、施策の総合

的な展開に向けた検討・協議を行うため、保健・医療・福

祉や教育、司法、労働等に関する機関・団体、大学・研究

機関、警察等からなる「北海道自殺対策連絡会議」や自殺

対策関係部局による「自殺対策庁内会議」などを開催する

こととしており、こうした会議などを通じて、計画に基づ

く施策を着実に実施してまいります。（保健福祉部福祉局

障がい者保健福祉課） 

 

○ 道では、「第３期北海道自殺対策行動計画」において、

若者の自殺対策を重点的に推進することとしており、深刻

な生きづらさを抱える若者の方々に対して、地域の関係機

関を利用できるよう支援しているほか、道教委において

は、今年度、国の事業を活用して、高校生を対象にＳＮＳ

を活用した相談について試行実施しており、今後も若者へ

の支援の充実に努めてまいります。（保健福祉部福祉局障

がい者保健福祉課） 

 

○ 貸金業者の管理監督に関しては、登録庁である国又は都

道府県がその責を担うものであることから、北海道におい

ても、北海道多重債務者対策協議会などの場を活用した情

報収集や交換に努め、適切な指導監督を行うとともに、当

該協議会において必要な取組の提案があった際には、国へ

の要望や相談体制の強化など、関係機関と連携し行ってま

いりたいと考えております。（環境生活部消費者安全課）

 

○ また、ヤミ金撲滅の取組につきましても、警察への情報

提供等を積極的に行うよう努めてまいります。（環境生活

部消費者安全課） 

 

○ カジノを含むＩＲについては、観光客や国際会議の誘致

をはじめとする、地域経済の活性化や雇用創出といった面

から大きな波及効果が期待できる一方で、治安の悪化やギ

ャンブル依存症といった社会的影響を懸念する声もあり

ます。 

  国においては、ＩＲ実施法におけるカジノ規制やギャン
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し、それらが払拭されないかぎり

は、カジノの誘致を断念するよう

に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑤ 改正貸金業法の定める総量規

制の対象外である銀行カードロ

ーンに起因する過剰融資につい

ては、政府の多重債務問題に関す

る有識者懇談会でも指摘されて

いる。道においても、多重債務の

防止に向けて、啓発活動をはじめ

必要な対応をはかる。 

 

 

 

 

 

 

(８)セーフティネットの充実等 

 ① 道は、昨年 10 月に創設された

「新たな住宅セーフティネット

制度」の周知・啓発を行うともに、

改修費や家賃補助等の仕組みの

活用、居住支援協議会の設置・強

化をはかり、セーフティネット住

宅の確保や居住支援を充実させ

る。 

  

 

ブル依存症等対策基本法により、社会的影響対策を行うこ

ととしており、現在カジノ管理員会の設立や政省令施行に

向けた準備を進めているところと承知しています。（経済

部観光局） 

 

○ 道では、本年７月より、各分野の有識者で構成される懇

談会を設置し、北海道に相応しいＩＲのあり方や社会的影

響対策の方向性について、専門的見地から意見を伺ってい

るところですが、この懇談会をはじめ、幅広い方々のご意

見を伺いながら、ＩＲのもたらすプラス、マイナス両面か

らの効果を慎重に見極め、誘致について適切に判断してい

く考えです。（経済部観光局） 

 

○ 北海道においては、消費者金融や銀行カードローン等の

借入れを起因とする多重債務防止のため、国が中心となっ

て設定している毎年９月から１２月の多重債務相談強化

キャンペーンに併せて、弁護士や司法書士との共催による

無料相談会を道内各地で実施しているほか、リーフレット

の配布やメディアの協力を得た広報等を行っているとこ

ろです。（環境生活部消費者安全課） 

 

○ また、道立消費生活センターにおいて、多重債務に陥る

注意点や解決策を分かりやすく示した啓発用パネルやＤ

ＶＤを消費者団体や市町村等に貸出等を行っており、今後

とも、本件に係る消費者への啓発に努めてまいります。（環

境生活部消費者安全課） 

 

 

○ 道では、平成２２年度に北海道居住支援協議会を設置

し、不動産業団体、社会福祉協議会などを構成員として、

情報の共有などを行っており、本年３月には、市町村及び

住宅相談や入居後の見守りなどをおこなう団体である、住

宅確保要配慮者居住支援法人を構成員に追加し、居住支援

協議会の強化を図っております。 

  また、セーフティネット住宅の登録促進のため、７月に

申請に係る添付書類の大幅な簡素化を行うとともに、１０

月に登録手数料を廃止しました。（建設部住宅局建築指導

課） 
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② 食品ロスの削減はもとより、生

活困窮者支援の観点や災害時に

おける食料支援システムとして

フードバンクを積極的に位置づ

け、フードバンク活動の普及・促

進、事業・財政基盤確立のための

支援を積極的に行うこと。 

 

 ③ 高齢低所得単身女性の問題は、

単に公的年金制度の拡充に頼る

だけではなく、地域社会の深刻な

問題として受け止める必要があ

り、道としての体系的な施策の検

討・実施を求める。 

 

 

 

 ④ 地域の高齢者が元気で自立し

た生活を送れるようにサポート

する「地域まるごと元気アッププ

ログラム」等の運動教室の拡大に

向けて、各市町村に対する道とし

ての積極的な支援活動を求める。 

 

 

○ １１月～１２月に全道６箇所で説明会を開催し、改修費

や家賃補助等の制度概要の説明や、先進事例の紹介などを

予定しており、今後とも「新たな住宅セーフティネット制

度」の普及啓発を図り、道民の皆様の安全・安心な居住の

確保に取り組みます。（建設部住宅局建築指導課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 高齢低所得単身女性の問題に関し、国民が高齢期の生活

を安心して暮らすことができるよう、まず国の責任におい

て、持続可能な公的年金制度の確立に向けた適切な措置を

講じることが重要と考えております。 

  道においては、「北海道高齢者保健福祉計画・北海道介

護保険事業支援計画」や「北海道地域福祉支援計画」等、

関係分野の施策や事業との連携を図ってまいります。（保

健福祉部総務課） 

 

○ 高齢化が急速に進行する中で、高齢者の方々が心身の状

況に応じ、できる限り自立した生活を送っていただくため

には、自立支援・重度化防止に向けた取組が重要であり、

「地域まるごと元気アッププログラム」などの運動教室

は、効果的であると考えております。（保健福祉部高齢者

保健福祉課） 

 

○ 道では、これまで、効果的な介護予防事業が展開できる

よう、市町村職員及び保健医療福祉関係者などを対象に

「北海道介護予防推進フォーラム」を開催し、「まる元」

を含め、様々な取組を紹介してきたところです。 

  また、住民が主体となって運営する介護予防に効果のあ

る体操等の活動の場の立ち上げなどへの支援にも取り組

んでいるところであり、今後も各地域の実情に合った介護

予防の取組が充実していくよう、市町村に対する支援に努
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めてまいります。（保健福祉部高齢者保健福祉課） 

 

要請項目 回        答 

４．消費者政策の充実・強化 ■ 環境生活部消費者安全課 

(１)地方消費者行政の充実・強化及び

消費者教育の推進 

道は、道内の消費者行政に携わる

人材の支援・育成、消費者相談体制

の維持・強化と消費生活相談員の雇

い止め問題への対策の実施、行政処

分の執行体制の強化など、道内消費

者行政の充実・強化をはかる。また、

「消費者教育の推進に関する基本

方針」（2018 年 3 月改訂）を踏まえ、

｢地方消費者行政活性化交付金｣を

活用するなどして地域での取り組

みを促進し、消費者市民社会の形成

に努める。 

 

 

 

(２)消費者団体の公益活動に対する

支援 

道内で唯一適格消費者団体の認

定を受けている「ＮＰＯ法人消費者

支援ネット北海道」は、現在、集団

的消費者被害回復に係る訴訟制度

を担う「特定適格消費者団体」への

認可申請を準備していることから、

認可手続きに向けた財政面・情報面

での最大限の支援を行い、道内にお

ける新たな訴訟制度の実効性を確

保する。 

 

(３)消費者と事業者の良好な関係性

の促進 

北海道として、一部の消費者によ

 

 

○ 道では、これまで、地方消費者行政担い手育成事業の実

施や道立消費生活センターによる市町村における苦情相

談に対する支援など通じて、地域における消費生活相談窓

口の維持・向上や、相談員をはじめとする人材の確保・育

成等に取り組んでいます。（環境生活部消費安全課） 

 

○ また、消費者教育の推進に当たっては、本年３月変更の

国の基本方針を踏まえつつ、消費者力を高める講座やセミ

ナーを開催するとともに、市町村においても、様々な取組

が進められていると承知をしているところです。 

 今後も国の地方消費者行政強化交付金を活用しながら、

道内の消費者行政推進体制や、消費者教育の事業が充実・

強化されるよう取り組んでまいります。（環境生活部消費

安全課） 

 

 

 

○ 「ＮＰＯ法人消費者支援ネット北海道」にあっては、現

在、平成３１年度の認定に向け準備を進めいていると承知

をしており、また、随時、事務局から進捗状況や課題等の

報告・相談があるところです。（環境生活部消費者安全課）

 

○ 道においては、北海道における消費者問題の解決力の高

い地域づくりを図るため、適格消費者団体の行う活動を支

援しており、来年度については、国の地方消費者行政強化

交付金の動向を踏まえ、当該法人の意向も勘案しながら、

検討してまいります。（環境生活部消費者安全課） 

 

 

 

○ 当課においては、消費者被害の救済や消費者に自律的・
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る過剰な要求、暴言・暴力等の問題

について、公共の利益および消費

者・労働者双方の権利を守る観点か

ら、消費者と事業者の良好かつ健全

なコミュニケーションを促進する

ようその普及・啓発を進める。 

 

 

 

 

(４)道内物価動向の継続監視 

北海道として物価の動向を引き

続き監視するとともに、とりわけ家

庭用エネルギーの料金がすべて自

由化されたことを踏まえて、電気・

ガス料金等の価格表示の適切性や

利用者の業者選択にあたっての注

意喚起など、消費者の権利を確保す

るための具体的な手立てを講じる。 

 

 

合理的な行動を促す情報の提供等をおこなっているとこ

ろです。（環境生活部消費者安全課） 

 

○ なお、ご意見にあるような行為への対応は、北海道警察

への通報や法律相談の活用のほか、北海道迷惑行為防止条

例の適用などが想定されていますが、現在、厚生労働省に

おいて、検討がなされているものと承知しております。（環

境生活部消費者安全課） 

 

 

 

○ 道では、灯油やＬＰガスといった家庭用エネルギーをは

じめ、道民生活に関連性の高い商品及び役務を選定（５２

品目）し、道内各地の３００名の消費生活モニターにより、

選定した商品等の価格や需要動向の調査を行い、その結果

を毎月公表しています。 

  平成３０年７月現在において、北海道における雇用者所

得環境は、回復の傾向が伺われ、個人消費も基調としては

回復しているとのことですが、家庭用エネルギー料金等の

大きな変動は消費生活にも影響を及ぼすことから、今後も

引き続き価格動向等の調査を実施し、広く情報提供してま

いります。（環境生活部消費者安全課） 

 

○ また、家庭用エネルギーの自由化に関わっては、自由化

をきっかけに必要のない商品やサービスを勧誘されるケ

ースが考えられるほか、道立消費生活センターでは「太陽

光発電システムを設置し、売電すれば儲かるといった電話

があった。」といった相談を受け付けている状況にありま

す。 

  このため、「正確な情報の収集が大切であること。」や「契

約する前に内容をよく理解すること。」など、道民の方々

へのアドバイスをＷＥＢサイトに掲載しているところで

す。（環境生活部消費者安全課） 

 

○ このほか、消費生活モニターの協力で実施する「ＬＰガ

スに関する意識調査」の結果を情報提供するなど、消費者

の自主的・合理的な行動へとつながるよう取組を進めてま

いります。（環境生活部消費者安全課） 
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要請項目 回        答 

５．中小企業勤労者の福祉格差の是正 ■ 経済部雇用労政課 

(１)北海道「中小企業勤労者福祉対策

事業」に係る補助金の増額を求め

る。 

 

 

 

(２)道のホームページなどを活用し、

道内にある中小企業勤労者福祉サ

ービスセンターや市町村勤労者共

済会の事業内容を広く道民に知ら

しめるとともに、提供される各種サ

ービスの利用について積極的な周

知活動を行う。 

 

 

 

○ 労働者の幅広い福祉の向上や、労使関係の安定促進等を

図るため、労使団体が自主的に行う取組につきましては、

今後とも各種の事業活動を支援してまいりたいと考えて

おり、平成３１年度予算要求に当っても、事業費の確保に

努めることとしています。（経済部雇用労政課） 

 

○ 道では、勤労者の福祉厚生の充実のためには、中小企業

勤労者福祉サービスセンターや市町村勤労者共済会が担

う役割が重要と考えており、（一社）全国中小企業勤労者

福祉サービスセンターの事業に参加するとともに、道の広

報やホームページなどを通じ、活動の周知・啓発に努めて

います。 

  今後とも、労働者が安心して働き続けることができるよ

う、関係機関と連携の上、周知・啓発などに努めてまいり

ます。（経済部雇用労政課） 

 

 

要請項目 回        答 

６．安心・信頼できる社会保障の構築 ■ 保険福祉部子ども子育て支援課、経済部雇用労政課、 

保健福祉部地域医療課・医務薬務課、保健福祉部高齢者

保健福祉課 

(１)子育て・教育支援 

 ① 貧困対策や孤食の解消の場と

して道内各処に開設されている

「子ども食堂」は、子どもの食育

や居場所づくりに止まらず、それ

を契機として、高齢者や障がい者

を含む地域住民の交流拠点に発

展する可能性があり、地域共生社

会の実現に向けて大きな役割を

果たすことが期待されている。し

たがって、平成 29 年度の「北海

道子どもの貧困対策推進計画推

進状況」や平成 30 年 6 月 28 日付

で厚生労働省から発出されてい

る通知文書（子ども食堂の活動に

 

○ 道では、今年度新たに、振興局単位で市町村や社会福祉

協議会、教育関係者、子どもの居場所を提供する支援団体

等が参加する地域ネットワーク会議を設置し、この中で、

地域の関係機関が子ども居場所の運営者等と顔の見える

関係を築きながら、連携体制を確保するとともに、担い手

の確保や運営に対する企業等の協力体制の構築を進めて

おり、今後とも、地域における支援の輪がさらに広がるよ

う、取り組んでまいります。（保健福祉部子ども子育て支

援課） 
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関する連携・協力及び子ども食堂

の運営上留意すべき事項の周知

について）を踏まえて、子ども食

堂の活動に関する連携・協力など

について、道としても必要に応じ

て前述した推進計画を前倒しす

るなど、諸施策の展開にスピート

感を持って対処する。 

 

 ② 仕事と子育てが両立できるワ

ーク・ライフ・バランスの取り組

みを道として積極的に推進する。 

 

 

 

 

 

 ③ 待機児童ゼロの実現をめざす

具体的な取り組みを国に要請す

るとともに、現状における道とし

ての対応や今後の対策などにつ

いて明らかにすること。また、待

機児童の解消に向けて、保育士の

人材確保のため処遇改善を進め

るとともに、事故防止等の観点か

ら教育訓練を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 道では、仕事と子育てが両立でき、男女が共に働きやす

い職場環境づくりに取り組んでいる企業を登録する制度

として、「北海道あったかファミリー応援企業登録制度」

を設けているほか、「仕事と家庭の両立支援ハンドブック」

を作成しており、今後とも、こうした取組を通じて、仕事

と子育てが両立できるワーク・ライフ・バランスの取組を

進めてまいります。（経済部雇用労政課） 

 

○ 国においては、平成３２年度までに全国の待機児童の解

消を目指す「子育て安心プラン」の実施方針に基づき、今

年度から、全ての市町村において、保育需要を踏まえた保

育所整備の計画を盛り込んだ「子育て安心プラン実施計

画」を策定することとされました。 

  道としては、この「子育て安心プラン実施計画」が地域

における保育ニーズを踏まえ、適切に策定されるよう、待

機児童が発生している市町村のヒアリングを行うなどし

て、必要な保育の受け皿の確保に努めてまいります。（保

健福祉部子ども子育て支援課） 

 

○ また、受け皿の確保と併せて必要となる保育士等の人材

確保のため、保育士の職場への定着と就労の促進を図る観

点から、賃金水準の改善や配置基準の見直しが必要である

と認識しており、このため道では、平成２５年度の国が創

設した、保育の提供に携わる人材確保を図るための処遇改

善加算をはじめ、昨年度創設された、保育士のキャリアに

応じて支給される加算の適用について、市町村や事業者に

周知しているほか、賃金水準の更なる見直しなどの処遇改

善を国に要望しております。（保健福祉部子ども子育て支

援課） 
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(２)医療および介護 

 ① 総合診療医や訪問看護師の育

成などの推進によって、在宅医療

の受け皿を拡充する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

○ また、保育現場における事故防止に向けて、国のガイド

ラインに沿った安全確保がなされているかについて、計画

的に実施する保育所等への指導監督において確認を行う

ほか、関係団体が実施する研修会へ積極的に参加するよう

働きかけてまいります。（保健福祉部子ども子育て支援課）

 

 

【総合診療医の育成について】 

○ 広域分散で医師が偏在する本道においては、適切な医療

サービスを効率的に提供するため、幅広い診療に加え、複

数の健康課題等への包括的ケアに対応できる総合診療医

が重要な役割を担うものと考えています。（保健福祉部地

域医療課、医務薬務課） 

 

○ このため、道では、平成２８年度から、総合診療医の育

成に取り組む医療機関に対し支援してきたほか、道内の専

門研修プログラムの道内外への周知や、関係学会との連携

による、医学生や初期臨床研修医を対象にした研修会の実

施など、総合診療を志望する学生や医師の確保に向けた取

り組みを行ってきたところです。（保健福祉部地域医療課、

医務薬務課） 

 

○ 道としては、引き続き、医学生などに総合診療への理解

を深めてもらうための取組を行うとともに、平成３０年度

から開始された新専門医制度において、総合診療が一つの

領域として新たに位置づけられたことから、専門医取得後

の総合診療医を指導医として養成する医療機関に対し支

援するなどして、総合診療医が道内に定着するための施策

を推進してまいります。（保健福祉部地域医療課、医務薬

務課） 

 

【訪問看護師の育成について】 

○ 道では、訪問看護に携わる看護師等に対し、看取りや在

宅移行を含めた療養支援に関する研修等を行うなど、在宅

医療を担う人材を育成しています。（保健福祉部地域医療

課、医務薬務課） 

 

○ また、平成３０年度から訪問看護ステーション出向支援
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② 介護保険における軽度者支援

のあり方について、軽度者（要介

護１・２）の方には、認知症の方

が多くいると言われていること

から、軽度者（要介護１・２）に

対する介護保険サービスの見直

しは、財政的観点とあわせ、利用

者の自立支援・在宅生活を支える

観点から、道としてもサービスの

低下を招かないよう慎重に検討

を進める。 

 

 

事業を開始し、病院看護職員の退院支援力の強化や、訪問

看護ステーションの人材確保に取り組んでおり、今後と

も、増加する在宅医療の需要に備え、在宅医療を担う人材

の育成に取り組んでまいります。（保健福祉部地域医療課、

医務薬務課） 

 

【在宅医療提供体制の整備について】 

○ 地域包括ケアシステムの構築に向けては、医療や介護に

関わる専門職の緊密な連携が重要であることから、二次医

療圏ごとに設置している多職種連携協議会において、合同

研修や情報共有の検討などに取り組んでいるところです。

（保健福祉部地域医療課、医務薬務課） 

 

○ 一方、介護保険制度においても、「在宅医療・介護連携

推進事業」が平成３０年度から全ての市町村で義務化され

たことから、市町村に多職種連携協議会への参加を呼び掛

けるなど、事業の充実に向けた支援を行っているところで

す。（保健福祉部地域医療課、医務薬務課） 

 

○ また、平成２７年度から、在宅医療を担う医師を育成す

るためのグループ制の導入や訪問看護ステーションが不

足する地域での設置などに支援しており、こうした取組を

通じて、各地域における在宅医療の提供体制を強化してま

いります。（保健福祉部地域医療課、医務薬務課） 

 

○ 軽度者への支援のあり方については、平成２８年１２月

に開催された社会保障審議会介護保険部会において、各種

給付の総合事業への移行は、介護予防訪問介護等の移行の

状況等の把握・検証を行った上で検討することや、生活援

助を中心にサービス提供を行う場合の人員基準の見直し

等について、検討することとされ、平成３０年度の介護報

酬改定では、訪問介護において、身体介護に重点を置いて

報酬を引き上げるとともに、外部のリハビリ専門職と連携

した取り組みを評価したり、自立支援に資するような見守

り援助を身体介護として評価できるようにされたところ

です。(保健福祉部高齢者保健福祉課) 

 

○ 一方、生活援助の担い手については、人材が不足する中、
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 ③ 「介護離職ゼロ」を実現するた

め、さらなる介護事業労働者の処

遇改善を実施する。 

 

 

必要な訪問介護を確保するために人材の裾野を拡げて担

い手を確保しつつ、質を確保するため、生活援助中心型の

サービスに従事するために必要な知識等に対した研修を

新設したところです。(保健福祉部高齢者保健福祉課) 

 

○ 道としては、介護や支援を必要とする高齢者が、必要な

サービスを適切に受けることが重要と考えており、高齢化

が一層進む中、今後も介護費用の増大に伴う介護保険料の

上昇が見込まれることから、介護保険制度を将来にわた

り、持続可能で安定的なものとしていくため、給付と負担

のバランスや国・地方の負担のあり方などについて十分検

討するよう、国に対して要望しているところです。(保健

福祉部高齢者保健福祉課) 

 

○ 平成２４年度、介護従事者の人材確保・処遇改善などを

目的として、処遇改善加算が創設、平成２７年度報酬改定

では、月額１万２千円相当が上乗せされ、さらに、平成２

９年度には、昇給と結びついた形でキャリアップの仕組み

を構築した場合に、新たに月額１万円相当の加算区分が新

設されたところです。(保健福祉部高齢者保健福祉課) 

 

○ 国の平成２９年度「賃金構造基本統計調査」によります

と、常勤労働者の賞与を含まない月額平均賃金と、全産業

との差は８万４千円あり、依然として低い状況にあると承

知しておりますが、介護職員処遇改善加算については、報

酬改定による効果や課題を十分に検証し、介護職員を含む

全ての介護従事者の処遇改善が確実かつ継続的なものと

なるよう、施策を講じることや、その際には、利用者や自

治体の負担増を招かないよう、国において財政措置を講じ

ることを要望しているところです。(保健福祉部高齢者保

健福祉課) 

 

 

要請項目 回        答 

７．くらしの安全・安心の確保 ■ 経済部環境・エネルギー室、建設部住宅局建築指導課、

環境生活部消費者安全課、保健福祉部地域保健課、総合

政策部地域振興局地域政策課 

(１)道内におけるＬＰガス問題に関

して、経済産業省が公表している事

○ 道におきましては、省令改正及びガイドライン制定に伴

い、本年３月に立入検査表を改定し、平成３０年度から遵
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業者リストの検証（実施時期 2018

年 6 月）によると、料金を公表（ホ

ームページ・店頭）していると申告

した業者の数はわずか 51 件（全体

の 4.2％）に止まっており、そのう

ち誤申告があった業者は 13 件

（25.4％）となっている。このこと

からも、多くのＬＰガス業者は、「取

引適正化ガイドライン」の制定意義

をないがしろにし、ホームページを

開設して利用者へ積極的に料金開

示する姿勢が極めて希薄であり、事

の深刻さをまったく理解していな

い実情にある。したがって、道とし

ても省令とガイドライン遵守の徹

底、国交省と連携して集合住宅の

「不動産取引説明事項」にＬＰガス

料金の情報を入れることの推進、北

海道くらし安全課の「消費者モニタ

ー調査」の継続実施を行うなど、道

民が安心して暮らせるよう地方行

政府としての役割を発揮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

守状況の確認及び指導を行っているところです。 

  立入検査の結果につきましては、今後、各種会議や講習

会の場を通じ、販売事業者へ普及啓発をおこなうほか、立

入検査において省令及びガイドラインの遵守に向けた指

導に活用してまいります。（経済部環境部・エネルギー室）

 

○ また、本年１０月、総務省北海道管区行政評価局より「液

化石油ガスの取引適正化に関する調査」の結果が公表さ

れ、必要な改善措置について北海道経済産業局に通知され

たところです。 

 道といたしましては、ガイドラインの運用方法等につい

て北海道経済産業局等との情報共有化を図ってまいりま

すとともに、ＬＰガス料金の透明性が図られますよう、省

令及びガイドラインの遵守について、国及び関係団体と連

携し、今後とも、販売業者への周知及び指導徹底に努めて

まいります。（経済部環境部・エネルギー室） 

 

○ 国におきましては、平成２８年３月に、宅地建物取引業

者は借主に対して当該ＬＰガス供給事業者名及び連絡先

について情報提供することが望ましいと関係団体に対し

て通知しております。（建設部住宅局建築指導課） 

 

○ 道としましては、賃貸型集合住宅の借主に対するＬＰガ

ス料金の透明化が全国的な問題となっており、宅地建物取

引業者は借主が契約締結を判断する際に影響を与える事

項については原則、全て説明することが望ましいことか

ら、重要事項説明書（宅地建物取引業法第３５条）にＬＰ

ガス料金の情報提供を行うことを業界団体に周知するよ

う、国交省に対して働き掛けてまいります。（建設部住宅

局建築指導課） 

 

○ 道では、平成２７年度から消費生活モニターを対象に、

「ＬＰガスに関する意識調査」を実施し、その調査結果を

公表しているところです。 

  平成３０年度においても、消費生活モニターによる調査

を継続し、その結果について、情報提供をおこなっていく

考えです。（環境生活部消費者安全課） 
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(２)本年 3 月に作成された第 3 期：平

成 30 年度～同 36 年度「北海道がん

対策推進計画」のなかでも、道内に

おける「がん検診(2016 年)」の受

診率は、全ての部位（胃・大腸・肺・

乳・子宮(頸)）において全国平均値

を下回っており（国民生活基礎調

査）、平成 35 年度までに受診率を

50％以上とする目標を掲げている

ことからも、受診率向上に向けた具

体的な取り組み強化がさらに求め

られる。 

 

 

 

 

 

 

(３)道内におけるＳＳ過疎地市町村

（ＳＳ数３カ所以下）は、平成 29

年 3月末時点で 62市町村(全国 302

市町村)となっており、近隣にＳＳ

がない地域においては、自家用車や

農業機械への給油や移動手段を持

たない高齢者への灯油配送などに

支障を来すことが予想される。この

『ＳＳ過疎地』は、今後さらに拡大

することが想定され、多くの地域に

おいて石油製品の安定供給に支障

を来すおそれがあり、地域の衰退に

つながることも懸念される。ついて

は、道としても昨年実施した実態調

査（非公表）から浮かび上がった問

題点等を踏まえて、適切な対応をは

かる。 

 

○ 道ではこれまで、がん検診の受診促進について、検診の

実施主体である市町村や事業体に対し、がん検診と特定健

診との同時実施や休日・早朝の実施など、受診者の利便性

について配慮した検診体制について助言するとともに、住

民への関係団体や企業、マスコミ等とも連携を図りなが

ら、各種イベントの開催や広告媒体の活用による普及啓発

をはじめ、「がん対策の推進に関する連携協定」を締結し

た企業が指名している「がん検診受診促進パートナー」と

の協力による受診勧奨などに取り組んできました。 

  また、本年３月に策定した第３期「がん対策推進計画」

において、コール・リコールなど効果的な受診勧奨が徹底

されるよう、市町村担当者向けの研修会を行うとともに、

市町村等と連携し、受診しやすい環境の整備や職域におけ

るがん検診の実施が促進されるよう「北海道がん対策サポ

ート企業等登録制度」の登録促進に取り組むこととしてお

り、今後も、道民の皆様方のがん検診への理解がより一層

図られるよう努めてまいります。（保健福祉部地域保健課）

 

○ 道としては、国に対し、特に災害時や冬期間のガソリ

ン・灯油の供給は地域住民の生命に関わる問題であること

から、地域のサービスステーションの減少に歯止めをか

け、持続的な石油製品の安定供給を確保するために財政措

置を一層拡充するよう要望してきており、引き続き国に対

して求めてまいります。（経済部環境・エネルギー室） 

 

○ また、国では、市町村に対してＳＳ過疎対策の必要性を

周知していると承知していますが、道としても昨年実施し

た「生活関連施設に対する補助等に関する実態調査」の結

果などについて国と情報交換を行ったところであり、国の

施策の方向性を踏まえながら、地域の方々の将来にわたっ

て安心して暮らしていけるよう市町村が主体的に行う取

組を支援してまいります。（経済部環境・エネルギー室）

 

○ 住民の方々が安心して暮らしていくためには、日常生活

に不可欠なガソリンスタンドが身近にあることが大切で、

人口減少が進む中、採算の悪化や後継者不足等により閉鎖

された地域があり、そうした地域においては、市町村が支
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援を行っているケースがあると認識しております。 

  このため、道といたしましては、国に対し、市町村が行

うガソリンスタンドの整備について、その経費を過疎対策

事業債の対象事業に加えるよう要望するとともに、地域の

実態把握に努め、将来にわたって安心して暮らしていける

地域づくりに向けて市町村の取組などを支援してまいり

ます。（総合政策部域振興局地域政策課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


